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人口の社会移動の推移
地方圏から三大都市圏への人口流出は、1961年の65.1万人をピークに収束傾向にあ

り、2010年には7.6万人まで減少している。

第１人口移動期
(1960～1973(オイルショック))

第１人口
移動均衡期
（1973～1980）

第２人口移動期
(1980～1990年代(バブ

ル崩壊))

第２人口移動均衡期
(1993～1995)

東京圏

関西圏

名古屋圏

地方圏

37.7万人

21.0万人

6.3万人

－65.1万人 地方圏からの転出超過ピーク

（転入超過数 万人）

三大都市圏及び地方圏における人口移動（転入超過数）の推移

東京圏
6.5万人

関西圏
0.4万人

名古屋圏
0.7万人

地方圏
7.6万人

（出典）総務省「住民基本台帳人口移動報告」
(注) 上記の地域区分は以下の通り。

東京圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県 名古屋圏：岐阜県、愛知県、三重県 関西圏：京都府、大阪府、兵庫県、奈良県
三大都市圏：東京圏、名古屋圏、関西圏 地方圏：三大都市圏以外の地域

第３人口移動期
（2000～）
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これまで３期の大きな「人口移動」があった 

人口の社会移動の推移 
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東京圏への人口移動（転入超過数）と有効求人倍率格差の推移

東京圏への転入超過数と、これに影響を与えると考えられる雇用の東京圏・地方圏格差との関係をみ
ると、90年代以降において、有効求人倍率の東京圏における相対的な改善と東京圏へ転入超過数
の増加との関係がうかがえる。
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東京圏
（転入超過数）

（転入超過数 万人）

東京圏への人口移動（転入超過数）と有効求人倍率格差の推移

（出典）総務省「住民基本台帳人口移動報告」、厚生労働省「職業安定業務統計」
(注)ここでいう「有効求人倍率格差」とは、東京圏（埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県）における有効求人倍率（有効求人数／有効求職者数）

を東京圏以外の地域における有効求人倍率で割ったもの。

有効求人倍率格差

有効求人倍率

人口移動は経済雇用情勢に深く関連している 

人口移動は収束しないのではないか？ 

２ 

２ 

（転入超過数 人） 



2010年から2040年にかけて「20～39歳の女性人口」が
５割以上減少する市町村

（備考）
１．国立社会保障･人口問題研究所「日本の地域別将来人口推計（平成25年3月推計）」より作成。
２．数値は、12政令市は区をひとつの自治体としてみており、福島県の自治体を含まない。

3割以上5割未満減少

1097自治体（61.0％）

３割未満減少

322自治体（17.9％）

維持・増加

7自治体（0.4％）

1万人未満

243自治体

（全体の13.5％）

1万人以上5万人未満

109自治体

（全体の6.1％）

5万人以上10万人未満

11自治体

（全体の0.6％）

10万人以上

10自治体

（全体の0.6％）

5割以上減少

373自治体（20.7％）

20～39歳女性人口が5割以上減少する市町村の
人口規模別にみた内訳

20～39歳女性人口の変化率でみた市町村数

  「若年女性」の減少スピードが速い地域は将来的には消滅か ３  

３ 



人口移動が収束しないケースにおいて「20～39歳の女性人口」が
５割以下に減少する自治体数の推計結果

（備考）
１．国立社会保障･人口問題研究所「日本の地域別将来人口推計（平成25年3月推計）」及びその関連データより作成。
２．人口移動が収束しないと仮定した場合の推計は、2010年から2015年にかけての人口の社会純増数（純移動率がプラ

スとなっている項の合計）と社会純減数（純移動率がマイナスとなっている項の合計）とがその後もほぼ同じ水準で推移
するよう、年次別・性別・年齢階級別（85歳未満まで）の純移動率について、プラスの純移動率、マイナスの純移動率別
に一定の調整率を作成し乗じて推計したもの。

３．数値は、12政令市は区をひとつの自治体としてみており、福島県の自治体を含まない。

３割以上５割未満減少, 

619自治体（34.4％）

３割未満減少, 

269自治体

（15.0％）

維持・増加, 15自治体（0.8％）

1万人未満

523自治体

（全体の29.1％） 1万人以上5万人未満

316自治体

（全体の17.6％）

5万人以上10万人未満

40自治体

（全体の2.2％）

10万人以上

17自治体

（全体の0.9％）

5割以上減少, 896自治体

（49.8％）

20～39歳女性人口の変化率でみた市町村数 20～39歳女性人口が5割以上減少する市町村の
人口規模別にみた内訳

   人口移動が収束しない場合、消滅可能性地域が大幅増加 ４ 

４ 
「極点社会」⇒日本全体の人口減少がさらに加速化⇒人口のブラックホール現象 



20～39歳女性が半分以下になる自治体比率（2010～2040年）

○ 社人研の人口推計を前提とした場合、20～39歳女性人口が2010年から2040年にかけて半分以下
になる自治体比率は２０．５％。

○ さらに人口移動率が収束しないとする仮定を置くと、 20～39歳女性人口が2010年から2040年にか
けて半分以下になる自治体数は４９．８％。
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移動率収束 移動率収束せず

（2040年の20～39歳女性人口）／（2010年の20～39歳女性人口）が0.5以下となる自治体比率（自治体割合）

（備考）国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成25年3月推計）」及びその関連データから作成

 

○ 国立社会保障・人口問題研究所の推計を前提とした場合、20～39歳女性人口が2010年から
2040年にかけて半分以下になる自治体比率は20.7％。 

○ さらに人口移動が収束しないとする仮定を置くと、20～39歳女性人口が2010年から2040年にか
けて半分以下になる自治体数は49.8％。 

 

５ 

  20～39歳女性が半分以下になる自治体比率（2010～2040年） ５ 
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